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「経費膨張」と「集中過程」
一地方財政論争の一考察一
画　田　信　樹
はじめに
　第二次大戦後，先進資本主義国の地方財政においては，ピーコック・ワイ
ズマン（A．T．・Peacock，」．　Wisernan）教授のいう「集中過程」（Concentrati－
on　Process）への逆流現象が広範に観察されるようになった。それは，一九
世紀末にアドルフ・ワグナーが示唆していた「地方経費の膨張」説O）があた
かも現代に復活したかのような衝撃を財政学界にあたえた。しかし，同時に
「地方経費の膨張」は，じつは地方分権ないし地方自治の順調な発展の兆候
ではなく，むしろ地方政府がその財源の多くをますます中央政府からの補助
金・交付金に依存し，したがってまた地方税の地位が後退するという「集中
過程」の裏面でもあった。
　ところで，このような新事実が学界の共有財産になればなるほど，ますま
す地方財政に関する伝統的考え方の正統性は土台から揺さぶられ，ついに地
方財政の本質をめぐる論争が沸騰することになった。『財政学全書』（Hand一
（1）ワグナーは財政支出は非中央および地方政府レベルにおいて，より急速な膨張が進展
　することを必ずしも明示的でないが，示唆している。これには当時のドイツ都市におけ
　る顕著な財政膨張がその背景となっている。Adolf　Wagner，　Finanzwissenschaft，
　Partl，　Third　edition，1883，　S．69ff．ならびにR，　A，　Musgrave　and　A．　T，　Peacock，　eds．，
　Classics　in　the　Theory　of　Public　Finance，1958，　p，8を参照。
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buch　der　Finanzwissenschaft，　H．　d．　F，と略す）第3版（1983年）に寄せた
ピーコックおよびリヶッツ（M，Ricketts）両教授の論文は，このことをつぎ
のように指摘している（2）。　「この変化（地方経費の増大と補助金の増加をさ
す一筆老）は，霧しい論争の発端となった。論争では現在の枠組みの中で，
何が地方財政の本当の役割であるかという問題に関心が集中した。地方財政
は地方固有の選好ないし優先に立脚して行政サービスを供給するための不可
欠な機構なのか，それとも，たんに中央段階で決定された国家的政策目標を
遂行するための，地方における中央政府の代理機関（the　local　agent　of
central　government）にすぎないのかが問われている」
　この単純明快な問いが，いかに難問であるかということは，たとえばレイ
フィールド委員会（Layfield　Committee）の1976年勧告の歯切れの悪さとそ
の後の挫折を想起すれば，瞭然とするであろう。このことは，当然のことな
がらアカデミック・サークル内部においても妥当する。ある論者は，中央政
府と地方政府は協調的関係（partnership）にあるといい，また別の論者はも
はや地方財政は中央の代理機関（agent）にすぎないと悲観し，協調関係説は
まやかしの修辞学であると疑問視している。かとおもえば，協調関係説も代
理機関説もともに単純化の直りをまぬがれず本当は中央と地方は競争関係に
ある（competltor）という見解も登場し，さらにこれに対して生硬なマルク
ス解釈学のアプローチは，中央政府は資本家階級の執行部であり，中央と地
方は敵対関係（conflict）にあると異を唱えている（3）。
　このように政府間財政関係が緊密になった段階における地方財政論争はか
まびすしさを増している。だが，その議論において要の位置をしめるはずの
財政構造の分析は，私をしていわしめれば論争が過熱している割には手薄で
（2）　A．Peacock，　M．　Ricketts，　“lnter－governrnental　Fiscal　Relations　in　a　Unitary　State：
　The　Example　of　the　United　Kingdom，　”Handbuch　der　Finanzwissenschaft　3Auflage，
　4Bd．　，　1983，　S，　61．
（3）　Howard　Glennerster，　Paying　for　WeLfare，　Basil　Blackwell，　1985，　pp，　34－35．
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ある。小論は，上記のような学問状況を念頭におきつつ，前提となる現代地
方財政の基本構造をスケッチする（4）。
「集中過程」説とポーピッツの「法則」
　中央集権化および「地方経費膨張」に関する諸説を概観することから始め
る。まずドイツについて。ヴァイマール共和国は，1919－20年のエルツベル
ガーの財政改革を画期として集権化を志向しつつなお分権の要素を残してい
た。しかし世界恐慌の衝撃と第三帝国の成立の中でナチスによる均制化政策
が受け入れられ，振り子は大きく集権の方向に傾いた。州の財政高権は空洞
化し，ライヒの〈下宿人〉となった。図1に見られるように1920年代に州財
．政は全政府支出の20％前後のシェアをしめていたが，1934年ライヒ改造法
（Das　Gesetz　Uber　den　Neuaufbau　des　Reichs．1934）を境にみじめに崩落
し，ついで市町村も1936年物税改革によって財政基盤を強化されたものの，
一般財政支出にしめる割合は減少していたった。こうした〈集権化〉傾向を
背景にして，ヴァイマール期のライヒ大蔵省事務次官，第三帝国のプPイセ
ン蔵相の地位にあり，財政調整制度に纏蓄を傾けてきたポーピッツ（Johan－
nes　Popitz）は，　r財政学全書』第1版（1927年）に寄せた論文において「ほ
かならぬドイツにおいて，この最大規模財政の吸収力（Anziehungskraft　des
gr6Bten　Etats）は，特別明瞭である」と確信に満ちた言葉で述べた〔5）。今日，
中央集中化説の創始者の名誉はポーピッツに帰せられているが，その名に由
（4）小論において，地方財政支出の長期的趨勢については林健久「地方財政支出の長期趨
　勢一イギリスとドイツー」（鈴木鴻一郎編『マルクス経済学の研究　下』東京大学出版
　会，1968年）を，また地方財政論争については高橋誠「財政膨張と地：方財政一その仮説
　と検証」（r経済志林』第57巻，第1号）を，そして中央集権化の「法則」については佐
　藤進r地方財政総論』税務経理協会，1985年，第4章をそれぞれ参照した。なお小論の
　内容の責任はすべて筆者にある。
（5）　Johannes　Popitz，　”Der　Finanzausgleich，　”H．　d．　F，，1　Auflage，　2Bd，，1927，　S，348，
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来するポーピッツの「法則」は彼が予想したよりもはるかに極端なかたちで
「実証」された。
　イギリスにおいても，図2に見られるように，今世紀初頭の1905年には一
般財政支出に占める地方財政支出の割合は55％であったが，第一次大戦の衝
撃を起点とし，第二次大戦の戦後処理を終点とする三〇年間の「構造崩壊」
（structural　breaks）期を経たのち，1955年には25％にまで地方財政の地位は
後退した。ことに第二次大戦後の福祉国家化によって，救貧法以来の伝統を
もつ公的扶助が中央に移管されたのをはじめ，電力・ガス・運輸などの公企
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　図2　イキリスにおける政府間支出配分
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［資料］ATPeacock　and　J　Wiseman，　The　Growth　of　Publlc　Expendlture
in　the　United　Kmgdom，　p　202　C　D　Foster，　R　A　Jackman，　M　Pearlman
Local　Government　Finance　in　a　Unitary　State，　p　80　OECD　National
Accounts　1975－1987，　Vol　2．
業も国有化され，〈集権化〉が急速にすすんだ。こうした事実を背景にピー
コック＝ワイズマン（ATPeacock，　J　Wlseman）両教授は，その共著の中
で，「集中過程」（concentratlon　process）説を定式化した。彼らは，いわゆる
「転位効果」（displacernent　effect）は戦争の影響を直接被る中央財政におい
てより明瞭に生じ，地方財政はそれに参与しえないために地位が低下して
「集中過程」が進行すると説明した（6＞。事実，図2から窺われるように地方則
（6）　Alan　T　Peacock　and　Jack　Wiseman，　The　Growth　of　Public　Expenditure　m　the
　Umted　Kmgdom，　1961，　pp　97－121
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政の地位の低下は連続的なフ．ロセスではなく，両大戦を画期とする深い谷問
を節目に進行している。かくてドイツ語圏ではポーピッツの「法則」が，ま
た英語圏ではピーコック＝ワイズマンの「集中過程」説が流布し．両説は地
方財政理論の黄金律として学界に深く浸透していった。
　しかし戦争を媒介に「集中過程」と「転位効果」と結び付けたことは，や
やもすると両老の因果関係を過度に強調することに陥り，「集中過程」説の
射程を狭める結果となった。すなわち1950年代中葉から政府間財政支出面で
の地方経費の相対的膨張が明瞭となり「集中過程」の停滞は世界的な潮流と
なるにいたった。この事実を背景にして1970年代以降にはピーコック＝ワイ
ズマンの「集中過程」説やポーピッツの「法則」の妥当性は失われたとする
議論が相次いで登場した。
「地方経費膨張」説の登場
　ドイツにおいては第二次大戦後，非ナチ化政策による州の復権を通じて，
ふたたび連邦主義を復活しく分権化〉の方向へ踏み出した。この変化は，図
1に示されるように州財政の膨張となってあらわれ，ほぼ恒常的に25％の水
準で安定することになった。これに対して基礎的自治体である市町村財政は
1955年の18％から1985年の15％へと，長期低落傾向をたどり，ヴァイマール
初期の水準には遠く及ばない。このような事態の下でレクテンワルト
（H，C．Recktenwald）は『財政学全書』第3版（1977年）に寄せた論文の中
で，「われわれの経験的分析は，全くこの法則（Popitz’Gesetz）に反する」
と断定し，各政府団体が成長即応的な租税に参加する共通税の採用はポー
ピッツの「法則」の根拠を覆すものであると論じた（7＞。
（7）　Horst　Claus　Recktenwald，　“Umfang　und　Struktur　der　Offentlichen　Ausgaben　in
　sakularer　Entwicklung，　”H．　d，　F，　，　3Auflage，　IBd．　，　1977，　S．　748．
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　イギリスにおいても，図2が物語っているように，1955年にいったんは
25％にまで低下した地方財政の地位は，その後漸次上昇しつづけ，ついに
1975年には35％に達して，「集中過程」の逆流現象といわれるような事態に
発展した。この現象を根拠にフォスター（C．D．　Foster）＝ジャックマン
（R．A，　Jackman）＝ピールマン（M．Pearlman）は，その共著の中で「彼ら
（ピーコック＝ワイズマンのこと）は集中化ないし中央集権化は継続的なも
のであり，したがってまた地方財政の地位は相対的に低下するだろうと予言
した。しかし実際の経験は，彼らの予言の誤りを立証した」と述べ，「集中過
程」説を批判した（8＞。そして彼らは1900－1905年，1921－1937年，1946－
1970年という三つの「平時」において地方財政の地位が上昇していることに
着目し，そこから戦時には集中化が進行するが，平和が続けば分権化も高度
になるという「平和時の地方〈分権化〉」仮説（peacetirne　decentralization
hypothesis）を引きだした。
　アメリカ合衆国においては，1920年代までは伝統的な州権による〈分権
化〉が維持されたが，大恐慌の衝撃とニューディール財政の展開は連邦財政
のウェートを著しく高め，振り子はく集権化〉に傾いた。図3に見られるよ
うに大恐慌以前においては州・地方政府は連邦政府の約3倍の規模をもって
いたのに，ニューディールと第二次大戦を画期に逆に州・地方は連邦財政の
10分の1に圧縮された。第二次大戦後，とりわけ1950年代から60年代にかけ
ては州・地方財政は膨張に転じ，全財政支出に占める割合は25％から43％に
増大している。ブキャナン＝ワグナー（J．M．Buchanan，　R．　E．　Wagner）は，
この地方経費膨張をマッチング方式の比例補助金によって刺激されたもので
あるとしているが，1970年代後半以降はレーガン政権下の補助金削減政策の
影響が出て，州・地方財政の膨張にブレーキがかけられた。こうした変化の
（　8　）　C，　D．　Foster，　R．　A，　Jackrnan，　M．　Pearlman，　Local　Government　Finance　in　a　Unitary
　State，　1980，　p．81，
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図3　アメリカにおける政府間支出配分
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注1：中央・地方間およひ地方政府内部の重複を含む。
注2’1903一一12，14－21，23－26，28－31年の統計数値は欠如。
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中で，ブレナン（GBrennan）＝ブキャナンは，その共著の中で「租税およ
び支出の分権化は，他の事情か等しければ，経済に対する全財政の介入を縮
小する」という「財政的分権化仮説」（fiscal　decentrahzation　hypothesiss）を
定式化した（9＞。これに対してオーツ（Oates），ネルソン（Nelson）等の実証研
（9）　G　Brennan，　and　J　M　Buchanan，　The　Power　to　Tax
　fiscal　constitution，　Carnbndge，　1980，　p　15
Analytical　foundations　of
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　究はブキャナン仮説への不支持を表明したが，マーロウ（MMarlow）はア
　メリカにおいて分権化は全政府規模縮小の実行可能な手段であると反論して
　おり決着はつけられていない（10＞。
　　日本においては，図4に見られるように，明治期に圧縮されていた地方則
　政の比重が，第一次大戦から昭和の初期にかけて著しく上昇し，それが第二
　次大戦末期に極度に圧縮されたものの，戦後は再ひ戦前の水準へと上昇して
　いくという特有の軌跡が確認できる。政府間の支出配分に関するかぎり「集
　中過程」は欠如しており，むしろ「大きい地方財政」（高橋誠「政府間財政関
図4　日本における政府間支出配分
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〔資料］「日本長期統計総覧」第3巻，288－291頁
注　中央，地方の重複分を含む。
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（！0）　Michael　L　Marlow，　“Fiscal　Decentralization　and　Government　Size，　”Public　Choice
　56，　1988，　pp　259－269
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係の国際的特徴」『現代財政論の再検討』1978年）という特徴をもちつづけて
いるといってよい。この事実の解釈をめぐってわが国の学界では，錯綜した
議論が展開された。ひとつは戦前と戦後の「断続性」を重視する見方で，
シャウプ勧告を画期として戦前を「官治的地方自治」，戦後を「民主的地方自
治」というかたちで対比する故藤田武夫博士の一連の業績を代表としてあげ
ることができる（同r現代日本地方財政史』第1巻，1976年）。また大石嘉一
郎教授もかつて戦前と戦後の「断絶性」を重視されていたが，近年，その見
解に若干の留保を付されている（同『近代日本の地方自治』1990年，第6亜
目補注コ）。
　一方，これに対する批判というかたちで，準戦時ないし戦時における税源
の中央集中化という事実に着目し，「連続性」を重視する見解が島恭彦，佐藤
進，吉田震太郎，林健久の各教授より提出された。その内容に立ち入る余裕
はないが，ごく簡単に要約すれば，（1）地方財政の国庫依存度が戦後飛躍的に
高まり中央集権化が強化されている（島恭彦『財政学概論』1963年），（2）基礎
的公共団体としての市町村の財政的自律主義は，戦前のほうが戦後よりも大
であった（佐藤進r地方財政・税制論』1974年），（3）シャウプ勧告の解体と見
えるものは高橋財政で開花した「国家独占資本主義」下の地方財政への復帰
である（吉田震太郎「高橋財政下の地方財政」r日本近代化の研究　下』
1972年），（4）集中過程が貫徹していることは事実だとしても，伝統的な地方
自治要求もある程度みたす性格をもたざるえず，素朴な中央集権とは異なる
（林健久r財政学講i義』1987年，第11章）となる（ll＞。
　さいごに国際比較の分野では，1960年からの約20年間，OECD加盟国の地
方財政支出の所得弾性値が中央財政のそれよりも高いことを実証し，「集中
過程」説は有効性を失ったと論じたゴールド（Frank，　Gould）の業績を逸す
（11）1940年税制改革を現代地方財政の成立期と考えるという意味で，筆者の見解は連続説
　に属す。これについては拙稿「地方交付税制度の構造と機能」（東京都立大学r経濟と経
　濟學』第65号，1990年）62－67：頁を参照されたい。
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ることはできない（12）。しかし高橋誠教授は1970年代中葉以降は移転的支
出＝中央支出の増大，資本支出＝州・地方支出の減少という二つのメカニズ
ムが働き，世界的に「集中化」が進展しているので（13），ゴールドの見解はに
わかに信じがたいと批判されている。かくて「集中過程」説の全盛のなかで
その光芒を奪われ，いったんは忘却されるかにいたった地方経費膨張説は，
ともかくも新たな装いで復活し，地方財政論はまさに百家争鳴の様相を呈す
喬ことになったといって過言ではあるまい。では「集中過程」心ないしポー
ピッツの「法則」は黄昏をむかえたのであろうか。
「集中過程」下の経費膨張
　ここでは「地方経費の膨張」はく分権化〉の順調な発展の兆候ではなく，
むしろ地方政府がその財源の多くをますます中央政府からの補助金・交付金
に依存し，したがってまた地方税の地位が後退するという「集中過程」の裏
面であったことに注目したい。たしかに「地方経費の膨張」現象は，「集中過
程」説やポーピッツの「法則」が予見しえなかった，政府間支出配分におけ
る地方財政の相対的地位の増大という事実を照射した。ゴールド＝ザケシ
（F．Gould，　F．　Zarkesh）の研究（14＞によって，この点を掘り下げる。表1
（A）欄はOECD加盟14ヶ国の，1960－82年における，中央および州・地方
財政の膨張を年率に換算したものである。膨張率の相対的な違いを明らかに
すれぼ足りるので，名目価格を用いて換算してある。一見してわかるように
（12）　Frank　Gould，　“The　Development　of　Public　Expenditures　in　Western　lndustrialized
　Countries，　”Public　Finance，　No，　1，　1983，　p，　59，
（13）高橋誠「財政ストレス下の政府間財政関係と地方財政」（大島通義，宮本憲一，林健
　久編r政府間財政関係論』有斐閣，1989年）337＝＝368：頁。
（14）　F．Gould　and　F．　Zarkesh，　“Local　Government　Expenditures　and　Revenues　in
　Western　Democracies：　1960－1982，　”Local　Government　Studies：　，　January／1986，pp，
　33－42，
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表1　経費膨張率の比較（1960－1982年，当年価格，年率％）
国 別
???
??）?????
??????
　　　（B）
財貨サービス購入
中央州・地方 区　　央　　州・地方
オーストラリア1
ベルギー
カナダ
フィンランド
フランス2
西ドイツ
アイルランド3
イタリア4
日本4
オランダ5
スウェーデン
スイス5
イギリス
アメリカ
?????????? ?? ??????? ???????? ?????
　（資料）本表はFrank　Gould，　Firoozeh　Zarkesh，“Local　Government　Expenditures
　　　and　Revenuses　in　Western　Democracies：　1960－1982”，Local　Government
　　　StuClies　：Jan／1986．　tablel，　table2より作成．原資料はOECD，　National
　　　Accounts，　Vo田．
　注1：1962－1982注2：1961－1982注3：1970－1981注4：1970－1982
　注5：1968－1982
二つの膨張率の差異はどの国においても小さい。7ヶ国では中央財政の膨張
率が州・地方財政の膨張率を上回るが，1ヶ国では両者は等しく，残りの
6ヶ国では逆に州・地方財政の方が膨張率が大きい。中央および地方の経費
膨張率が全般的に接近しているということは驚くべきことといわねばなるま
い。
　また中央政府と地方政府との事務の異質性，すなわち振替支出の多くは中
央政府の守備範囲に属し，州・地方政府は財貨・サービス購入の分野で高い
比重をしめていることを想起すると，財政支出一般をひとしなみに比較する
のは手続きとしては正鵠を欠くかもしれない。そこで財貨・サービス購入支
出の膨張率のみを比較した表1（B）欄によると，14ヶ国すべての国で州・
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地方財政は中央財政より速やかに膨張し，膨張率の開きも広がっていること
がわかる。膨張率の差が1％の範囲内であるのが3ヶ国あり，2％の範囲内
では10ヶ国が含まれる。残りの4ヶ国では3～4％の開きである。地方経費
はなかんづく財貨・サービス購入の分野でいちじるしく膨張したのである。
　しかし，支出配分と財源配分との問には著しいギャップが存在している。
一般政府支出における州・地方財政の割合および一般政府収入における州・
地方税収入の割合を比較した表2によると，地方支出のウェートはベルギー
の11％を最低，カナダの72％を最高にして，7ヶ国で40％以上であり，12ヶ
国で25％以上である。日本はカナダについで第2位であり，ここにも「大き
い地：方財政」いう国際的特徴が如実に現れている。だが同表でなによりも注
意を喚起せねばならないのは，一般政府収入にしめる州・地方税の割合であ
表2　政府間支出配分および税源配分
?
別
????））??????（???? 　（B）
一般政府収
入に対する
州・地方税
の割合（％）
　（c）
補助金の増
加
?
　（D）
地方税の増
?? ?
オーストラリア
ベルギー
カナダ
フ’4ソランド
フランス
西ドイツ
アイルランド
イタリア
日本
オランダ
スウェーデン
スイス
イギリス
アメリカ
???????????? ? ??1．155
1．113
1．130
1．170
1．196
，1．088
1．250
！．297
1．141
1．132
1．151
1．120
1．146
ユ．125
1．151
1．109
1．130
1．143
1．111
1．089
1．054
1．088
1．132
1．080
1．140
1．082
1．126
1．093
（資料）本表はFrank　Gould，　Firoozeh　Zarkesh，　op，　cit．　table3，　table4より作成．原資
　　料はOECD，　National　Accounts，　Vo田．
注1：日本の（A）欄は43％となっていたが，53％に訂正．
注2：期間は（A），（B）は1980－82年，（C），（D）は1960－80年．
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る。地方税の割合は支出配分における地位に比べて全般的に低く，その結
果，両者のギャップはいちじるしく拡大している。その差はオランダの29％
を筆頭に日本（28％），アイルランド（25％），カナダ（23％），オーストラリ
ア（23％），イタリア（22％）およびイギリス（15％）と続いており，地方財
政の膨張が中央政府からの補助金・交付金に決定的に依存していることを示
している。
社会費の増大と相対価格効果
　何故に膨張する地方経費に対する地方税の伸び悩み，したがって補助金・
交付金の増大という事態がみられるのか。そのためにはまず「集中過程」下
の地方経費膨張の要因を解き明かす必要がある。その際，われわれはそれが
中央政府における国防費の長期的低落がもたらした受動的な現象ではないと
いうことに留意する必要がある。すなわち地方財政内部の要因として，広義
の社会費における非貨幣的給付にかかわる対人サービスの増大に注目しなけ
ればならない（15）。すべての国民に生存権を国家が保障するという福祉国家の
目的からすれば，中央政府直轄によって，すべての社会サービスを供給する
ことが考えられるが，それは必ずしも効率的ではない。たしかに福祉国家の
保障する生存権が失業給付や老齢年金あるいは児童手当のような単なる貨幣
的給付にとどまるならば，中央政府の地方代理機関が全国共通の方式にした
がって受給資格を認定し給付すれば足りるかも知れない。
　しかし福祉国家がある程度成熟した段階での主要な給付は医療・福祉サー
ビスと老齢年金である。このうち前者の非貨幣的福祉サービスは福祉国家の
成熟にともなって膨張していく分野であるとともに，地方的・個別的な対応
（15）以下の叙述は林健久「現代資本主義国家と地方財政」（佐藤進教授還暦記念r現代財
　政・税制論』税務経理協会，1986年）212～216頁：に負う。
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が必要な分野である。それゆえに，それを担う政府は中央政府ではなく，む
しろ地方政府がふさわしい。それだけではない。いずれの先進国においても
教育費は社会費の中では最も大きな割合をしめているが，地方政府の行って
きた行政サービスはもともとローカル性をもつがゆえに地方政府によって担
われてきた。その性質が変わらないのに，福祉国家化するとともに，それら
が生存権の主要な内容をなすものへと権利化され，国が責任をもつものへと
発展したのである。したがって，生存権の保障にかかわるサービス水準は全
国統一的であるべきことが要請されるが，それを実施する機関としては地方
政府が適任なのである。
　表3はOECD諸国の州・地方経費の構成がまとめてあるが，同表は以上の
ことを統計的に裏付けるものである。第一位は教育費であ！l　，以下社会サー
ビス，衛生，住宅，交通の順序でこれに続いている。この中では衛生費を別
とすれば，州よりも地方政府の方がより広範な仕事に携わっているようであ
り，住宅，文化レクリエーションは地：方政府がもっぱら係わっている。いず
れにせよ地方財政は広義の社会費のうち非貨幣的給付にかかわる対人サービ
スを中心に膨張していることは極めて明瞭であると思われる。また，そのこ
とは非貨幣的な対人サービスを担当する地方公務員の非常な増大をもたらす
から，その点からも地方経費は膨張することになる。むろん価格弾力性が大
きいサービスであれば，貨幣賃金の上昇に比べて労働生産性の伸びが停滞し
ている部門は，労働力の流出に直面するであろう。しかしボーモル（W．　Jr
Baumol）が指摘しているように（16），教育，警察，病院，社会サービスといっ
た地方公共サービスは，概して所得弾力性に富み，かつ価格にたいして非弾
力的な需要を形成しているから，地方財政めコストは相対的に増大せざるを
えない。いわゆる「相対価格効果」（relative．　price　effect）は中央政府より
（16）　William　J，　Baurnol，　”Macroeconomics　of　Unbalanced　Growth：　The　Anatomy　of
　Urban　Crisis，　”　The　American　Economic　Review，　Vol，　LVIL　1967，　pp，　415－426．
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表3　州・地方経費の目的別構成（1980－1981年，百分比）
?
育衛 生軌該住 宅交 通行 政文 化事序およ茎
州　地方　州　地方　州　地方　州　地方　州　地方　州　地方　　州　地方　州　地方
オーストラリア
ベルギー
カナダ
フィンランド
フランス
西ドイツ
アイルランド
イタリア
日本
オランダ
スウェーデン．
スイス
イギリス
アメリカ
33
22
25
27
16
???????????1924
7
！8
36
　　　　　12
　　　15　　8
／2　15　　　　　18
12　18　19
42
　　　　　42
6　！1　　　　　27
　　　　　24
13　11　8
8　16 7
15　11　27
8　10　　　7　12
???
???
10
?????
????????
20
?
?）
9
！6
???
9
8
13
?
単純平均値 24．6　22．4　21．3　15．5　15．0　17．41 8　9．3　10．7 11．4 9．7　9．0　9．0
（ff）KiF）　Frank　Gould　and　Firoozeh　Zarkesh，　“Local　Government　Expenditures　and　Revenues　in　Western　Democracies：　1960－
　　1982”，　Local　Government　Studies，　January／February，　1986，　p　40．
?
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も，より労働集約的な州・地方財政において強力に作用するのが経済法則で
ある。
補助金と財政調整制度
　多くの国々では弾力性に富んだ所得税，法人税の課税権限が，第二次大戦
の戦費調達のために中央政府に集中され，ひきつづいて戦後の福祉国家財政
の基幹税となった。にもかかわらず社会費の特定部分は上述のように地方政
府のもとにとどめられたから，財源配分における垂直的不均衡（vertical
imbalance）という課題が戦後に持ち越された。それだけでない。対人サービ
ス的な社会費は，事柄の性質上，ナショナルな性格を帯び全国一定水準の行
政レベルが求められるのに対して，それを実際に担当する地方の財政力は不
均等であり，水平的不均衡（horizontal　imbalance）にも対処せねばならなく
なった。これらの課題は，おおかれすくなかれ，いかなる時代にも存在する
し，特定補助金（specific　grant）によってある程度の解決があたえられてき
た。しかし，特定目的にイアマークされた補助金には地方にたいする中央政
府の介入という弊害がともなうし，見合いの資金（matching　fund）の裏付け
を要求するから，富裕団体ほど優遇されるという難点もさけがたい。
　特定補助金のもつそのような欠陥をおぎなうのが，使途を限定されない無
条件の一般補助金（unconditional　grant）ないし財政調整制度（fiscal
equalization）の発展である。共通税（Gemeinschaftssteuer）を連邦・幽間で
配分するドイツの垂直的財政調整，イギリスのレート援助交付金（Rate
Support　Grant），アメリカの歳入分与制度（Revenue　Sharing），カナダの租
税徴収協約（Tax　Collection　Agreement），オーストラリアの財政援助交付金
（Financial　Assistance　Grants），フランスの経常費総合交付金（Dotation
Globale　de　Fonctionnement），そして日本の地方交付税とその例示にはこと
かかない。これらの諸制度の複雑な歴史的経緯や機能の相違を論ずるのは別
の機会にゆずるとして（17），ここでは地方交付税について一言だけのべる。七
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付税は所得税，法人税，酒税の一定割合を地方の財源保障のために配分する
ことによって，主とeして都市町府県から徴収される国税三税を農山漁村型府
県へと地域的に再配分する機能をもつ。また地方団体のサービス水準と税負
担を平準化させうる地方交付税は国家が国民に等しくその最低生活水準を保
障するという憲法の理念を財政的に担保する強力な装置である。市民が「効
用」を最大にするような公共財の量と税率の組み合わせを提供する自治体を
選ぶ，ティボー（C．M．　Tiebout）流の「足による投票（voting　with　feet）」
は，交付税制度にささえられた現代日本地方財政では機能する余地が乏しい
といえよう（18）。
　OECD加盟国について，大雑把に補助金，交付金が地方収入にしめる地位
をまとめたのが表4である。まず最下欄にある平均値に注目すると，政府間
移転支出の割合は地方収入全体の44．9％で断然トップの地位をしめており，
直接税の32．7％および間接税の22．6％をはるかに凌ぐ。地方税が地方団体の
独立，地方自治の貨幣的基礎であるとすれば，法的にはともかく，財政的に
は根拠をうしなっているとみなすべきかもしれない。国別にみるとオースト
ラリア，カナダ，アイルランド，オランダ，イギリスでは補助金・交付金の
依存度が単純平均よりも数十％も高い。これらはイギリスないしイギリスの
旧植民地であるが，財産税に依存した弾力性に乏しい地方税をかかえてい
る。一方，ベルギー，フ／ンランド，ルクセンブルク，ノルウェー，ス
ウェーデンといった地方所得税の発達している北欧諸国においては補助金・
交付金依存度は単純平均をしたまわっている。ここから地方税の弾力性に反
（17）財政調整制度の比較についてはJohn　G．　Head，“lntergovernmental　Fiscal　Relations
　in　Australja，　Canada　and　United　States　since　World　WarlL　”H，　d，F，　，　3AufJage，　N，
　1983，pp．187－216，およびA．Peacock　and　M．　Ricketts，　op，cit，，pp，64－66．および佐藤進
　r地方財政総論』税務経理協会，1985年，第4章を参照せよ。
（18）持田信樹「地方交付税制度の構造と機能」（『経濟と経濟學』第65号，1990年）61－89
　頁，なお「足による投票」についてはC．M．　Tiebout，“A　Pure　Theory　of　Local
　Expenditure，”Journal　of　Political　Economy，1956．による。
一228一
「経費膨張」と「集中過程」　　605
表4　州・地方財政の収入（1984年，百分比％）
財産収入　間接税　直接税
州　　地方　　州　　地方　　州　　地方州
社会保障
基　　金 その他
地方響
??????
他
?
地
??
将
オーストラリア
オーストリア　2．0
ベルギー
カナダ　　　　17．5
フィンランド
フランス
西ドイツ　　　　1．4
アイルランド
イタリア
日本
ルクセンブルグ
オランダ
ノルウェー
ポルトガル
スペイン
スウェーテン
スイス　　　　　2．9
イギリス
アメリカ
8．1
2．9　25．9
12．3
！．7　24．0
2．8
2．9
4．9　28．3
7．1
2．9
2．4
10．8
9．7
9．3
3．7
3．3
5．3
4．9　8．7
5．7
6．4
38．0
45．4　35．7　29．6　1．6
6．0　34．1
34．3　29．1　4．7
0．Ol　53．3
30．9　24．8
1．7　48．9　24．2
6．1
4．1　6．9
32．7　24．7
47．5　33．6
4．0　1．6
1．4　47．9
5．7　28．0
42．9　39．8
1．3　56．3
2．8　60．7　68．0
35．4
52．8　18．9
　O．4
　2．7
4．7
0．2
2．5
??
??
? ?
??
O．4
L4
34．4
21．9
18．9
2．9　4．9　24．8
　　L8
????????????????????
単純平均値5．9　5．621．722．243．632．73，1　2．12．1　1．825．044．9
（資料）原資料はOECD，　National　Accounts　Qf　OECD　Countries　1972－84，　Vol皿（0－
　　ECD　Paris，1986＞．本表は　Terence　Karran，“Local　Taxing　and　Local
　　Spending：　lnternational　Comparisons，　”in　R，　Paddison　ed，　Local　Government
　　Finance：lnternational　Perspective，　P71．による。
比例して補助金・交付金が発達していると一般化したい誘惑にかられるが，
そのためには細心の注意と一層の研究が必要であろう。
　　不動産課税の停滞
　補助金・交付金の増大と表裏の関係にあるのが，地方税の後退にほかなら
ない。高度の累進性をそなえた所得税や所得弾力性の高い法人税が先進資本
主義国で国税の基幹税になった直接の契機は第一・二次大戦であったが，そ
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れは戦後の福祉国家時代の税制の主柱となった。ところで伝統的な地方税は
土地，家屋，中小営業の固定資産を課税客体とする比例税的な物税であった
ので，一国の租税総額のうち，地方税のしめる割合は低下し，応能的な国税
のしめる地位が高まることになる。地方政府がもっぱら救貧や警察行政に責
任をもち，中央政府と分離していた遠い過去においては，たしかにレイト
（Rates）は「能力原則」や「利益原則」と両立するものと認識されていた。
だが所得税を基幹とした所得再分配が国家の基本的イデーとなっている現代
においては，レイトに代表される固定資産税は「古代記念物」（ancient
monument）であるとさえいわれている。
　ことにイギリスの1990年住宅レイト廃止とコミュ＝ティ・チャージ（C－
ommunity　charge）の導入，アメリカ合衆国カリフォルニア州の13号提案に
みられるような財産税（property　tax）軽減論，「ドイツ営業税制の最後の始
まり」といわれる1979年租税改革法（19）などは比例的な物税の地位低下を象徴
するものである。第一に垂直的公平という観点から見ると，住宅レイトは所
得に対して逆進的である。これはイギリスのアレン委員会（Allen
Committee，1965）で詳細に検討された問題で，その後低所得者層に対する
レイト割引制度（Rate　Rebates　System）やレイト助成補助金（Rate
Suppor亡Grant）が導入されるきっかけとなった（20）。第二にイギリスでは歴
代政府の公営住宅政策によって賃貸住宅市場自体が縮小し，それは課税標準
である賃貸価格（rental　value　of　property）の定期的な評価替えを困難にせし
め，住宅占有者間の水平的不公平感を拡大している。レイフィールド委員会
（1976年）が「資本価格方式」（capital　vaJues　as　the　tax　base）の導入を柱
としたレイト改革を勧告したのはこのためである。第三に元来台帳税で物価
上昇・所得上昇におくれてしか改訂されない台帳価格の更新が．この税が
（19）伊東弘文r現代西ドイツ地方財政論』文眞堂，1986年，209～220頁を参照。
（20）レイトの問題点はA．Peacock　and　M．Ricketts，“lnter－governmental　Fiscal
　Relations　in　Unitary　State，”H．　d．F，，3Auf．4Bd，，1983，　pp，61－63，による。
一230一
「経費膨張」と「集中過程」　　607
もっている認識可能性（perceptibility）や脱税できないという性質から，政
治的に困難であるという問題が噴出した。課税ベースの復原力（buoyancy）
の欠如は，下方硬直的な社会費の膨張をささえることを困難にするという意
味で，先進国に共通する悩みであろう。
　地方税の停滞は統計的にも裏付けられる。中央政府から地方政府に移転さ
れる補助金の膨張率を地方税の膨張率と比較した表2（C）～（D）欄によ
ると，ドイツでは地方税の膨張率が補助金のそれを上回り，カナダでは両者
は等しかったものの，1960－1982年の間で，14ヶ国中12ヶ国において補助金
は地方税収入よりもより急速に膨張している。とりわけアイルランドとイタ
リアでは両者の差は20％にも及んでいる。地方税の停滞は租税弾性値（個人
所得の変化に対する地方税収入の変化の比率）にも鋭角的にあらわれる。
ゴールド＝ザケシ（F．Gould，　F．　Zarkesh）の実証研究（21）によれば，　OECD
14ヶ忌中，5ヶ国は弾性値が1未満，ほぼ1に近い国が6ヶ国，1．02～03と
いう弾性値をもつ国はわずか3ヶ国に過ぎない。これは前述したように，地
方税の多くが比例的な物税であるため，弾力性が乏しいためである。もっと
もスウェーデンを代表とする北欧諸国では地方税が所得税タイプであるため
に地方税の弾性値が高い国々もある。しかし総合すれば中央政府は補助金な
いし政府間移転支出（inter－governmental　transfers）の急速な拡大を通じ
て，地方政府に委譲してきた機能を財政的にファイナンスしてきたことは疑
いを入れない。
所得税への参与
比例的な物税の税率の引き上げや台帳価格の更新が政治的に困難であると
（21）　F，Goulcl　and　F．　Zarkesh，　“Local　Government　Expenditures　and　Revenues　in
　Western　Democracies：　1960－1982，　”Local　Government　Studies：　，　January／1986，　pp，
　33－42．
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すれぽ，地方税の割合を高く保つには地方税自体の中に応能的な税目を導：入
する以外に問題の解決はありえないであろう。所得税タイプの地方税がこれ
である。そのぼあい，スカンディナビア諸国のように所得税の比例税率部分
を地方，累進税率適用部分を中央にわけるというかたちで独立の地方所得税
を導入している国もあるが，そうした純粋な場合を別とすれぼ，国税である
所得税への付加ないし参与という形をとるものが多い。たとえば日本では第
二次大戦前は国税への付加税である地租割，戸数割および家屋税が中心であ
り，これらはいずれも不動産課税であった。ところが第二次大戦後になると
道府県民税・市町村民税のような実質上所得税付加税の性質をもつものが地
方収入の第一位や第二位をしめ，不動産課税は固定資産税として第三位に後
退し，府県の第一位は事業税がしめている。概していうと不動産課税に傾斜
した構造が第二次大戦を境にくずれていき，住民・企業・資産・消費といっ
た四つの税源に分散して課税される構造に向けて変化した。ドイツでは
1969年の市町村財政改革法によって市町村所得税参与（der　Gemeindeanteil
an　der　Einkommensteuer）カミ導入され，その割合は地方税収入の半分近くに
及ぶ。これにたいしてイギリスでは1976年，レイフィールド委員会が地方所
得税の導入を勧告したものの実現にいたらず，1990年サッチャー政権による
コミュニティー・チャージ（community　charge）の導入というアナタn的な
帰結をみた。
　表5は，OECDに加盟する工9’ヶ国の地方税の税種別構成をまとめたもので
あるが（22＞，地方税は所得税，賃金税，不動産税，一般消費税，物品税，およ
び個別消費税という6種類の税目から構成されており，明らかに税源が多様
化していることを裏付けている。イギリスの地方財政は税収収入を全面的に
レート（Rates）に依存しているが，同様の傾向はオーストラリア，カナダ，
（22）　Terence　Karran，　“Local　Taxing　and　Locat　Spending，　”R，　Paddison　ed，　Local
　Government　Finance：　lnternational　Perspectives，　1988，　p　72．
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表5　地方税の構成（1986年，百分比％）
?
別 所得税　賃金税　財産税　一般消費税　物品税　個別消費税　その他
州　　地方 風　地方 州　地方 州　地方 州　地方 州　地方 州　地方
連邦制国家
　オーストラリア
　オーストリア
　カナダ
　西ドイツ
　スイス
　アメリカ
　単純平均値
53．8　40．2
47．4　一
62．6　80．6
76．7　87．0
37．6　5．9
46．6　35．9
33．3　一
4．6　11．0
6．3　L8
22???????
???1???
?﹇??????????????
???
? ????????????? ? ? ??????????? ????
?????
1
???
??
???????…
?
??
?? 「「 ?????????
?????
l
?????O
O
3
O．5　3．2
単一制国家
　ベルギー
　デンマーク
　フィンランド
　フランス
　ギリシャ
　アイルランド
　イタリア
　日本
　ルクセンブルグ
　オランダ
　ノルウェー
　ポルトガル
　スペイン
　スウェーデン
　イギリス
　単純平均値
77．9
93．3
99．9
16．6
71．7
57．0
82．5
90．1
55．0
34．5
99．7
54．3
6．8
0．9
33．3
100
24．7
4．2
74．3
6．7
1．0
19．6
100
28．6
7．6
??
??
4．2
O．1
5．1
9．3
12．6
0．4
24．6
！2．4
14．6
0．2
3．6
16．3
0．1
8．8
9．6
???
?
?
?
4．6
5．9
???????」
?????2
?????
4．7
（資料）OECD，　Revenue　Statistics　of　OECD　Member　Countries：1965－1987，（OECD　Paris　l988），　Table123，　Table125．
注1：この国際比較ではECへの拠出金を除く。
注2：単一制国家の単純平均値にはギリシャJイタリアの数値は含まない。
注3：イタリアは1980の数値。
「???㍊」?「????」
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アメリカ，アイルランド，オランダの諸国においても見られる。概してイギ
リスならびに旧植民地は不動産課税に深く依存していることが窺われる。こ
れにたいしてスカンディナビア諸国ではスウェーデンの92．9％を筆頭に地方
所得税のウェートがきわめて高く，アングロサクソン系の諸国ときわめて対
照的である。一方，日本，フランス，ポルトガル，スペインは両者の中間と
もいうべく，所得，財産，消費という多様な税源に分散した構造をもってい
る。いずれにせよレイトに深く依存したイギリスの地方財政は，地方税の所
得税への参与という国際的潮流の中で孤立している。
結 語
　「地方経費膨張」という事実はたしかに「集中過程」説の予測し得なかっ
た支出配分における地方の相対的増大を浮き彫りにした。地方政府の主たる
機能は広義の社会費のうち非貨幣的給付にかかわる対人サービスである。地
　　　　　s方政府は労働集約的であり，相対価格効果がより強力に作用する。しかし中
央政府は政府間移転支出の急速な拡大を通じて，地方政府の機能を財政的に
ファイナンスしてきた。特定補助金は一般補助金化ないし財政調整制度に
よって補完されている。税源配分という角度から見た場合「集中過程」は貫
徹していると見なければならないが（23），伝統的な地方自治の要求をある程度
みたしており，素朴な中央集権とは異なる。比例的な物税（固定資産税な
ど）の比重は低下しており，所得税タイプの地方税によっておぎなわれてい
る。これを要するに，問題は「集中過程」説ないしポーピッツの「法則」の
是非ではなく，現代地方財政にそくしていかにそれを豊富化するかにある。
これが小論の結論である。
（23）　「中央集権化法則」を論ずる場合，経費面だけでなく，税収面も論ずる必要があり，
　とりわけ市町村税の総税収入に占める割合の推移を検討しなくてはならない。この問
　題については他日を期したい。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1990年9月30脱稿）
［付記］本研究にあたり佐藤進，吉田震太郎，伊東弘文の各教授より詳細な
コメントをいただいた。記して謝意を表したい。積み残した諸問題について
は他日を期したい。
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